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１ 計画策定にあたって 
 

１．計画策定の背景・趣旨 

◆ 現在、我が国では、総人口が減少を続ける一方で、令和４年９月の高齢化率は 29.1％で過去最

高となっています。また、令和７年（2025 年）には団塊の世代が 75 歳以上となり、令和 22 年

（2040 年）には団塊ジュニア世代が 65 歳以上となることから、何らかの支援を必要とする高齢

者が大幅に増加することが予想されています。加えて、令和７年（2025 年）以降は現役世代（担

い手）の減少が顕著となり、地域の高齢者介護を支える人的基盤の確保はこれまで以上に大きな

課題となります。 

◆ 本市の高齢化率は、年々増加しており、要介護等認定者や高齢者のみ世帯（高齢者ひとり暮ら

し世帯と高齢者夫婦のみ世帯）も増加していることから、令和７年（2025 年）・令和 22 年（2040

年）からさらにその先までも見据えた地域共生社会の実現により、地域全体で支え合える仕組み

づくりを行っていく必要があります。 

◆ こうした状況を踏まえ、本市では、「天理市高齢者福祉計画・第８期介護保険事業計画」（以下「第

８期計画」という。）における取組を継承・発展させつつ、本市での地域包括ケアシステムの深化・

推進により一層取り組み、介護サービス基盤の着実な整備を行う「天理市高齢者福祉計画・第９期介

護保険事業計画」（以下「本計画」という。）を策定します。 

 

２．計画の位置付け・関連計画との関係 

◆ 本計画は、老人福祉法（昭和 38 年法律第 133 号）第 20 条の８の規定に基づく「市町村老人福

祉計画」であり、介護保険法（平成９年法律第 123 号）第 117 条の規定に基づく「市町村介護保

険事業計画」です。 

◆ 本計画は、「天理市総合計画」をはじめとした本市の関連計画等や国・県の関連計画等との整合

性を図り策定しました。 

 

３．計画の期間 

◆ 本計画の期間は、令和６年度を初年度とし、令和８年度までの３年間とします。 

 

 

 

 

 

 

  

令和７年（2025 年） 

団塊の世代が後期高齢者へ 

 

令和７年（2025 年）を見据えた「地域包括ケア計画」

令和 22 年（2040 年）から令和 32 年（2050 年）をも見据えた中長期的な視点 

  
第１１期計画 

令和１２年度 

～令和１４年度 

 
第７期計画 

平成３０年度 

～令和２年度 

前期計画 

（第８期計画） 

令和３年度 

～令和５年度 

 
第１０期計画 

令和９年度 

～令和１１年度 
 

本計画 

（第９期計画） 

令和６年度 

～令和８年度
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２ 計画の基本的な考え⽅ 
 

１．計画の基本理念 

◆ 本計画では、第８期計画の基本理念を引継ぎつつ、本市の現状・課題を踏まえた「地域包括ケ

アシステム」を深化・推進し、高齢者が住み慣れた地域で支え合いながら、安心してかがやいた

生活がおくれるまちをめざします。 

 

地域で⽀え合いながら、安⼼して 
かがやいた⽣活がおくれるまち ふるさと天理 

 
■いつまでもいきいきと⾃⽴して⽣活ができるまち 
■住⺠⼀⼈ひとりが、地域を⽀えるまち 
■地域包括ケアをめざすまち 
■⾼齢者の⼈権を⼤切にするまち 

 

 

２．計画の体系 

基本目標 施策の方向 

地域で暮らし続けられる 

仕組みづくり 

１）地域包括支援センターの環境の充実 

２）生活支援体制の整備と充実 

３）地域で支える仕組みづくりの推進 

４）高齢者福祉サービスの充実 

５）医療と介護の提供体制の充実 

健康づくりと介護予防・ 

フレイル予防の推進 

１）高齢者の健康づくりの支援 

２）高齢者の生きがいづくり・社会参加の促進 

３）介護予防・フレイル予防の推進 

認知症高齢者等への 

支援の推進 

１）認知症の理解促進と予防の推進 

２）認知症の早期発見・早期対応 

３）認知症の人や家族を支える地域づくりの推進 

高齢者の権利擁護と 

暮らしの安全・安心の確保

１）高齢者の権利擁護の推進 

２）生活環境の整備と災害・感染症対策の推進 

３）家族介護者の負担軽減 

保険者機能の強化と 

介護保険制度の適正 

かつ効率的な運営 

１）介護保険制度の円滑な運営と基盤整備 

２）サービスの質の向上と利用者支援 

３）ケアマネジメント力の向上 

４）介護人材の確保・定着と介護現場の事務負担軽減 
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３．計画の基本⽬標 

◆ 基本理念「地域で支え合いながら、安心して輝いた生活がおくれるまち ふるさと天理」の実現

に向けて、地域包括ケアシステムを深化・推進していくために、次の５つの基本目標を定めます。 

 

基本⽬標１ 地域で暮らし続けられる仕組みづくり 

● 地域住民の複雑化・複合化していく支援ニ

ーズに対応する相談支援の体制を推進すると

ともに、様々な分野と連携して一人ひとりに

必要な支援ができるよう努めます。 

● 生活支援コーディネータを中心とする協議

体活動の活性化に取り組み、高齢者への生活

支援と介護予防の基盤整備を進めるととも

に、地域活動の活性化を図ります。 

 

基本⽬標２ 健康づくりと介護予防・フレイル予防の推進 

● 高齢者が健康で生き生きとした生活をおくること

ができるよう、健康寿命の延伸に向けて、地域に根差

した健康づくりと介護予防を総合的に展開していき

ます。 

●高齢者の状態や希望などに応じた多様な社会参加を

可能にする環境づくりを進め、介護予防・自立支援と

ともに、活力ある社会づくりにつなげます。 

 

基本⽬標３ 認知症⾼齢者等への⽀援の推進 

● 認知症になっても、住み慣れた地域で自分らしい生

活がおくれるよう、認知症施策推進大綱と認知症基本

法を踏まえ、認知症への理解促進や「活脳教室注」な

どを通じた認知症予防に取り組みます。 

● 早期発見・早期対応に向けた体制を強化するとと

もに、認知症の人やその家族の視点を重視しながら

地域で支える仕組みづくりを進めます。 

  

 
注 「活脳教室」とは、株式会社公文教育研究会の学習療法センターによる教室のことで、簡単な読み書き計算などを 

行い、参加者同士のコミュニケーションを通じて脳の活性化へつなげる取組のことです。 
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基本⽬標４ ⾼齢者の権利擁護と暮らしの安全・安⼼の確保 

● ひとり暮らし高齢者や認知症の人が増加するこ

とが予測される中で、高齢者やその家族に対する権

利擁護の取組を推進します。 

● 高齢者が住み慣れた地域で暮らし続けられるよ

う、安全・安心な生活環境づくりとともに、防犯対

策や災害時・緊急時等に備えた支援体制の整備に取

り組みます。 

 

 

基本⽬標５ 保険者機能の強化と介護保険制度の適正かつ効率的な運営 

● 介護が必要な状態になっても本人やその家族の状況に応じた介護サービスを提供できるよ

う、介護サービス基盤の整備をはじめ、介護サービスの質の向上、ケアマネジメントの充実等

に取り組みます。 

●介護保険制度を持続的に運営できるよう、要介護認定や介護給付の適正化などの給付適正化事

業を費用対効果が見込める方法により重点的に実施します。また、長期的な視点に立った介護

人材の確保等に取り組みます。 
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４．地域包括ケアシステムと地域共⽣社会について 

◆ 「医療」「介護」「予防」「住まい」「生活支援」などのサービスを一体的に提供して、だれも

がいつまでも住み慣れた地域や家庭で、安心して健やかに生きがいをもって暮らせる支援をす

る地域包括ケアシステムの深化・推進に取り組みます。 

 

 

地域包括ケアシステムのイメージ 
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◆ 地域包括ケアシステムを基盤として、制度・分野ごとの『縦割り』や「支え手」「受け手」と

いう関係を超えて、地域住民や地域の多様な組織・団体等が参画し、人と人、人と地域の資源

が世代や分野を超えてつながることで、住民一人ひとりの暮らしと生きがい、地域をともに創

っていく地域共生社会を目指します。 

 

地域共生社会のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

厚生労働省 地域共生社会のポータルサイトより 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



7 

26,248 25,349 24,661 24,287 23,646 23,032 20,844
15,786 12,160

19,940 19,803 19,700 19,574 19,444 19,336
18,323

14,326
10,857

8,364 7,982 7,624 7,425 7,183 6,916
6,761

7,857

6,153

8,817 9,148 9,468 9,704 9,950 10,169
10,439

9,820

10,276

63,369 62,282 61,453 60,990 60,223 59,453 
56,367 

47,789 

39,446 

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

令和3

(2021)

令和4

(2022)

令和5

(2023)

令和6

(2024)

令和7

(2025)

令和8

(2026)

令和12

(2030)

令和22

(2040)

令和32

(2050)

8期実績値 9期推計値 参考値

75歳以上

65～74歳

40～64歳

40歳未満

（年）

（人）

469 511 524 534 538 541 575 554 554

650 657 654 667 670 674 715 693 689

615 722 738 749 753 760 814 825 800

733
708 736 744 754 761

808 846 802
577 550 529 535 545 551

585 627 590384 411 401 405 413 416
440 475 445309 296 297 302 306 311

322 344
3213,737 3,855 3,879 3,936 3,979 4,014

4,259 4,364
4,201

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

令和3

(2021)

令和4

(2022)

令和5

(2023)

令和6

(2024)

令和7

(2025)

令和8

(2026)

令和12

(2030)

令和22

(2040)

令和32

(2050)

8期実績値 9期推計値 参考値

要介護５

要介護４

要介護３

要介護２

要介護１

要支援２

要支援１

（年）

（人）

３ 介護保険サービス給付費等の⾒込みと保険料 
 

１．介護保険被保険者数と要介護等認定者数の推計 

◆ 今後の本市の総人口を推計すると、本計画期間の最終年度の令和８年度には、総人口は 59,453

人、65 歳以上人口が 17,085 人（高齢化率 28.7％）、75 歳以上人口が 10,169 人（後期高齢化率

17.1％）になると見込まれます。 

 

【総人口及び各年齢階層人口の推移と推計】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

             実績は住民基本台帳（各年 10 月１日） 

 

 

◆ 今後の要介護等認定者数を推計すると、65 歳以上人口の増加に伴い、要介護等認定者数は年々

増加し、本計画期間の最終年度の令和８年度には、4,014 人になると見込まれます。 

 

【要介護等認定者数の推移と推計】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
       

      実績は介護保険事業状況報告（各年９月末）  
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２．介護保険の各サービスにおける⾒込み（⽉当たりの⼈数） 

（人／月） 

  令和６年度 令和７年度 令和８年度 
令和 22 年度

（2040 年度）

居宅サービス          

 

訪問介護 594 605 605 676 

訪問入浴介護 37 39 37 44 

訪問看護 307 315 313 352 

訪問リハビリテーション 34 34 34 39 

居宅療養管理指導 413 423 420 474 

通所介護 660 671 671 749 

通所リハビリテーション 194 197 199 221 

短期入所生活介護 169 174 173 195 

短期入所療養介護（老健） 8 8 8 9 

短期入所療養介護（病院等） 0 0 0 0 

短期入所療養介護(介護医療院) 0 0 0 0 

福祉用具貸与 1,237 1,263 1,259 1,414 

特定福祉用具購入費 16 16 16 17 

住宅改修費 17 17 17 19 

特定施設入居者生活介護 67 67 67 80 

居宅介護支援 1,599 1,627 1,627 1,817 

介護予防居宅サービス   

 

介護予防訪問入浴介護 0 0 0 0 

介護予防訪問看護 53 53 53 55 

介護予防訪問リハビリテーション 18 18 18 18 

介護予防居宅療養管理指導 25 26 26 26 

介護予防通所リハビリテーション 23 23 23 24 

介護予防短期入所生活介護 3 3 3 3 

介護予防短期入所療養介護（老健） 0 0 0 0 

介護予防短期入所療養介護（病院等） 0 0 0 0 

介護予防短期入所療養介護(介護医療院) 0 0 0 0 

介護予防福祉用具貸与 407 409 412 423 

特定介護予防福祉用具購入費 6 6 6 6 

介護予防住宅改修 7 7 7 8 

介護予防特定施設入居者生活介護 9 9 9 9 

介護予防支援 428 430 433 445 

地域密着型サービス  

 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 32 32 32 37 

夜間対応型訪問介護 0 0 0 0 

地域密着型通所介護 336 342 343 380 

認知症対応型通所介護 6 6 6 7 

小規模多機能型居宅介護 144 146 146 165 

認知症対応型共同生活介護 113 113 113 118 

地域密着型特定施設入居者生活介護 0 0 0 0 

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 0 0 0 0 

看護小規模多機能型居宅介護 0 0 0 0 

複合型サービス（新設） 0 0 0 0 

地域密着型介護予防サービス  

 

介護予防認知症対応型通所介護 0 0 0 0 

介護予防小規模多機能型居宅介護 24 24 24 26 

介護予防認知症対応型共同生活介護 1 1 1 0 

施設サービス   

 

介護老人福祉施設 291 291 320 340 

介護老人保健施設 147 147 147 172 

介護医療院 53 53 53 65 
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３．介護保険の各サービスにおける⾒込み（年間の給付費） 

（単位：千円） 

 令和６年度 令和７年度 令和８年度 第 9 期合計 
令和22年度

（2040年度）

居宅サービス 2,165,485 2,213,548 2,202,990 6,582,023 2,491,126

 訪問介護 470,500 481,557 478,177 1,430,234 539,344

 訪問入浴介護 27,952 29,471 27,987 85,410 33,441

 訪問看護 144,830 148,839 147,696 441,365 166,270

 訪問リハビリテーション 14,486 14,504 14,504 43,494 16,728

 居宅療養管理指導 63,460 65,070 64,604 193,134 72,934

 通所介護 667,662 681,992 679,190 2,028,844 762,373

 通所リハビリテーション 181,105 184,477 186,072 551,654 206,923

 短期入所生活介護 193,595 200,541 199,103 593,239 225,694

 短期入所療養介護（老健） 7,901 7,911 7,911 23,723 8,990

 短期入所療養介護（病院等） 0 0 0 0 0

 短期入所療養介護(介護医療院) 0 0 0 0 0

 福祉用具貸与 203,983 208,964 207,524 620,471 234,331

 特定福祉用具購入費 6,370 6,370 6,370 19,110 6,740

 住宅改修費 17,402 17,402 17,402 52,206 19,322

 特定施設入居者生活介護 166,239 166,450 166,450 499,139 198,036

介護予防居宅サービス  85,874 86,231 86,459 258,564 88,894

 介護予防訪問入浴介護 0 0 0 0 0

 介護予防訪問看護 16,398 16,419 16,419 49,236 16,994

 介護予防訪問リハビリテーション 5,297 5,303 5,303 15,903 5,303

 介護予防居宅療養管理指導 3,689 3,841 3,841 11,371 3,841

 介護予防通所リハビリテーション 10,409 10,423 10,423 31,255 10,958

 介護予防短期入所生活介護 1,408 1,410 1,410 4,228 1,410

 介護予防短期入所療養介護（老健） 0 0 0 0 0

 介護予防短期入所療養介護（病院等） 0 0 0 0 0

 介護予防短期入所療養介護(介護医療院) 0 0 0 0 0

 介護予防福祉用具貸与 30,981 31,131 31,359 93,471 32,202

 特定介護予防福祉用具購入費 2,278 2,278 2,278 6,834 2,278

 介護予防住宅改修 6,078 6,078 6,078 18,234 7,045

 介護予防特定施設入居者生活介護 9,336 9,348 9,348 28,032 8,863

地域密着型サービス  1,037,223 1,050,435 1,049,205 3,136,863 1,154,792

 定期巡回・随時対応型訪問介護看護 51,525 51,590 51,590 154,705 59,622

 夜間対応型訪問介護 0 0 0 0 0

 地域密着型通所介護 221,810 226,667 227,007 675,484 252,481

 認知症対応型通所介護 7,934 7,944 7,944 23,822 9,102

 小規模多機能型居宅介護 385,368 393,179 391,609 1,170,156 445,562

 認知症対応型共同生活介護 370,586 371,055 371,055 1,112,696 388,025

 地域密着型特定施設入居者生活介護 0 0 0 0 0

 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 0 0 0 0 0

 看護小規模多機能型居宅介護 0 0 0 0 0

 複合型サービス（新設） 0 0 0 0 0

地域密着型介護予防サービス  22,606 22,635 22,635 67,876 21,292

 介護予防認知症対応型通所介護 0 0 0 0 0

 介護予防小規模多機能型居宅介護 19,660 19,685 19,685 59,030 21,292

 介護予防認知症対応型共同生活介護 2,946 2,950 2,950 8,846 0

施設サービス  1,711,818 1,713,984 1,804,762 5,230,564 2,020,350

 介護老人福祉施設 908,025 909,174 999,952 2,817,151 1,062,930

 介護老人保健施設 533,521 534,196 534,196 1,601,913 625,406

 介護医療院 270,272 270,614 270,614 811,500 332,014

居宅介護支援 298,726 304,705 304,274 907,705 340,614

介護予防支援 24,389 24,533 24,705 73,627 25,390

合 計 5,346,121 5,416,071 5,495,030 16,257,222 6,142,458
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基準額×0.4551段階

基準額×0.6852段階

基準額×0.693段階

基準額×0.94段階

基準額×1.05段階

基準額×1.26段階

基準額×1.37段階

基準額×1.58段階

基準額×1.79段階

基準額×1.910段階

基準額×2.111段階

基準額×2.312段階

基準額×2.413段階

老齢福祉年金

を受給している

世帯内に

市民税を収めて

いる人がいる

本人が市民税

を収めている

生活保護を

受けている

120万円未満

120万円以上

210万円未満

210万円以上

320万円未満

320万円以上

420万円未満

420万円以上

520万円未満

520万円以上

620万円未満

620万円以上

720万円未満

720万円以上

80万円以下

80万円超

80万円以下

80万円超

120万円以下

120万円超

前年の合計

所得金額が

本人の前年の

合計所得金額と

課税年金収入額

の合計が

前年の合計所得

金額と課税年金

収入額の合計が

はい

いいえ

はい

いいえ

いいえ

いいえ

はい

はい

ス
タ
ー
ト

市
民
税
非
課
税
世
帯

市
民
税
課
税
世
帯

本
人
が

市
民
税
非
課
税

本
人
が
市
民
税
を
納
め
て
い
る

４．介護保険料 

介護保険料は基準額をもとに決められます 

◆ 基準額とは各所得段階において保険料を決める基準となる額のことです。 

◆ 保険料は本人や世帯の課税状況や所得段階に応じて段階的に決められています。 

 

 

 

 

 

 

介護保険料段階フローチャート 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１号被保険者の保険基準額（第９期） 

保険料の基準額（年額） 81,240 円 

保険料の基準額（月額） 6,770 円 
 

 

基準額 ＝ 

本市で介護保険の給付にかかる費用のうち 

65 歳以上の人（第１号被保険者）の負担分 

本市の 65 歳以上の人数（第１号被保険者） 
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５．⽇常⽣活圏域の設定と地域包括⽀援センターの連絡先 

◆ 高齢者が住み慣れた地域

で生活が続けられるよう

に、きめ細かいサービスの

提供ができる生活圏の単位

として、第８期計画に引き

続き、小学校区を日常生活

圏域とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

名称 
担当圏域名

（校区名） 
町名 

天理市北部 

地域包括支援センター 

住所：天理市石上町 358 

TEL：0743-65-5520 

山の辺 

上仁興町、下仁興町、苣原町、滝本町、内馬場町、布留町、豊

井町、三島町、豊田町、岩屋町、石上町、田部町、別所町、杣

之内町（木堂） 

櫟本 櫟本町、楢町、蔵之庄町、森本町、中之庄町、和爾町 

天理市東部 

地域包括支援センター 

住所：天理市福住町 5504 

TEL：0743-69-2216 

井戸堂 
西井戸堂町、東井戸堂町、九条町、備前町、吉田町、合場町、

小島町 

二階堂 
庵治町、嘉幡町、二階堂南菅田町、二階堂北菅田町、二階堂

上ノ庄町、荒蒔町、稲葉町 

福住 福住町、山田町、長滝町 

天理市中部 

地域包括支援センター 

住所：天理市丹波市町 302 

TEL：0743-63-1120 

丹波市 
藤井町、川原城町、丹波市町、守目堂町、田町、勾田町、御経

野町、杣之内町 

前栽 
前栽町、杉本町、平等坊町、小路町、中町、南六条町、喜殿

町、上総町、小田中町、指柳町、田井庄町、富堂町、岩室町 

天理市西南部 

地域包括支援センター 

 住所：天理市岸田町 1199 

TEL：0743-66-3555 

朝和 

佐保庄町、三昧田町、福知堂町、永原町、長柄町、西長柄町、

兵庫町、新泉町、岸田町、中山町、成願寺町、萱生町、竹之内

町、乙木町、園原町 

柳本 柳本町、渋谷町、檜垣町、遠田町、海知町、武蔵町 
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